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この現象をはっきりと国民に認識させたのは， 1970年代から約 9万 ha程度で

































































帯1 都市的地域とは，①可住地に占める DID面積が 5%以上で，人口密度 500人以上又は

















一方，全国農業会議所でも 1977年， 1983年， 1984年，そして 1998年に遊休
農地という名称でその実態調査を行ってきた.全国農業会議所における遊休農
地の定義とは， 1984年までは W8月 1日時点で過去 1年以上何も作付していな
い農地，ただし闘場整備事業によるもの，休閑地，保全管理は含まない』とさ
れ，農業センサスにおける不作付地と耕作放棄地を合わせたものに近かった.
















































































3 . 1 . 3 都市近郊における農地の耕作放棄現象を扱った研究
森本 13)は茨城県波崎町を対象とした研究で，集約的な農業へ転換する過程で






















また荒幡町は日本の都市近郊での耕作放棄を Clout.H. D. (1972)が提唱した













































農業集落を対象に示している 33) また柏 34)は中山間地域における耕作放棄地に
ついてその問題点を解説している.
























た報告や，藤森 50)，51) 大黒 52)が水田のビオトープ的利用に言及した報告，有
国ら 53)の粗放管理に関する論考，宇高ら 54)の東広島市の遊休農地所有者に対す
る遊休化の理由と利用意向に関するアンケート調査の考察がある.
3 . 1 . 7 その他
まず，統計データを用いた考察として，清水 55)は 1960年代から 1970年代の
耕地面積統計を用いて地域間比較を行い，耕地の人為壊廃は 1960年代の都市化
によるものから 1970年代の減反によるものへと原因が変化していることを明
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haから 483万 haへと 11.5%減少したのに対し，耕作放棄地面積は 9万 2千 ha
から 21万 haへと 128.3%もの急激な伸びを示している.これに不作付け地面積
27万 8千 ha(2000年センサス)を加えると，現在，約 50万 haもの農地が耕
作されずに放置されていることになる.さらに耕作放棄地率の推移を見ると，









































年 北海道 東北 北陸 関東 東海 近畿 中国 四国 九州 沖縄東山
1990 0.7 2.7 2.8 4.8 5.7 3.4 6.0 6.1 4.3 
1995 0.9 3.8 2.7 5.7 5.6 3.2 6.1 6.4 5.0 4.7 




1985年 1990年 1995年 2000年
面積 割合 面積 割合 面積 割合 面積 割合
全国(農家) 93 2.0 151 3.3 162 3.8 210 5.1 
都市的手業重;娯地域 21 も 2冶1 28:';、 4:~QP ~6' ニ盤L巳盤 $.7
平地農 18 1.1 39 1.9 49 2.4 66 3.4 
中山間地域 53 2.8 84 4.8 87 5.2 111 7.0 
ーーーー明朝曹司ー『ーーーーー幽ーーー-- ---- ーー.園田・・ーー ーーーーーー-- --ーーーーーーー圃ーー 曹ーーーーーーーー 晶画ーーーーーー-- ーーーーーーーーーー- ー'ー-- - --- ーーー・ーーーーー--
中間農業地域 36 2.5 60 4.6 62 5.1 80 6.9 
山間農業地域 17 3.7 25 5.1 25 5.5 31 7.4 
土地持ち非農家 38 22.1 66 23.1 82 21.4 












































































期間は 1年間とされている.また 2000年， 2001年の近畿 2府 4県における採
択実績は 26市町村にのぼるが，そのうち都市的地域に分類されている市町村は
8ヶ所に過ぎない.





























































































Table 1・5 耕作放棄に関連する補助事業と制度資金の一例 2)
h弘司 名称 事業主餐雄主体、ぶ殺 補場率ふ
遊休農地整備特別対策融資 都道府県







耕作放棄地活用型交換分合 農業委員会，土地改良区 50% 農協等，市町村
耕作放棄地等活用畜産振興 市町村，公社
1/2， 4/10 事業 農業協同組合，営農集団
補 農林水産省 特殊林地改良事業 森林所有者等 1/2 助
事 特用林産産地振興施設整備事
都道府県，市町村
業 業・地域特用林産物生産促進型 森林組合 1/2 林業者の組織する団体等







事業 農業協同組合 1/2 
農業者の組織する団体等
自治省
国土保全特別対策事業 地方公共団体 30~ 559も
国土保全対策ソフト事業 地方公共団体
建設省 建設省関係市民農園整備事業 地方公共団体等 1/2， 1/3 
名称 γ斡 Z 、5融糞対象煮炉内 ;貸付限装差額J ムミ
農業経営基盤強化資金 認定農業者 個人1.5億(個人，法人) 法人 5億
農地等取得資金 個人，法人，公社等 80% 

















































































































区域設定率は全国平均 88%に比べ，かなり低い 3) そのため生産基盤の整備率






















































32 13 29 
603.3 1591.6 1219.4 
6.0 3.8 5.0 
16.0 5.9 12.4 
19.8 11.0 12.1 
64.2 83.1 75.4 
51.7 42.8 40.2 
47.8 59.4 45.8 
23.7 5.5 18.3 
14.3 23.6 10.5 
43.7 16.9 27.7 
0.3 0.5 5.3 
94.9 93.4 90.0 
1.9 4.1 7.2 
岸和田市 和泉市 河内長野市 地域計
55 67 65 288 
1080.1 581.0 300.0 646.0 
2.8 5.4 6.4 4.8 
13.9 7.5 8.7 11.9 
12.1 6.6 1.4 10.0 
74.0 85.9 90.0 78.1 
43.9 37.4 31.4 41.1 
58.3 63.8 71.5 59.8 
13.5 6.6 1.3 10.4 
9.0 12.5 16.1 13.8 
18.6 10.1 2.9 19.9 
18.4 17.3 6.0 9.7 
73.5 65.5 84司4 80.4 











1980年から 1985年の 5年間に比べ 1985年から 1990年の変化の方が激しく，
市によって増加の傾向が異なることがわかる.
100 10 
90 棒グラフ口1980年目1985年・1990年 9 
線グラフ 。1980年 01985年企 1990年
80卜 ・ -¥ 8 
10 
。 o 
泉南市 泉佐野市 熊取町 員塚市 岸和田市 和泉市 河内長野市
Fig.2-2 耕作放棄地面積と耕作放棄地率の推移(農業センサスによる)
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Table 2・2 泉州地域の数量化理論 I類による分析結果
要因 カァゴリー内容 分布数 評価係数 耕作放棄地率(%) レンジ
経宮耕地面積増減率 l -30 ~% 未ー1 満5% 45 40.960404 0 9.58.77(1(06.0196)  2 61 
3:-15~ 1% 111 -0.5218 3.88(5.14) 
4:1~17% 49 -2.4913 2.28(3.67) 0.0001 
5: 17%以上 22 -3. 5876 2.94 (4.35) 8.52796 
樹園地率 l:3~%未12満% 150 一0.8991 3.071(4.708)  
2:3 56 4541 3.17<4.1 
3:12~50% 50 0.9814 7.19(7.29) 0.0272 
4:50%以上 32 5.2259 12.97(8.86) 6.68004 
農家紋増減半 l:33~%未-2満2% 319 3 -30.H32395U 2 46.6146(78.16JH7J ) 2: -33 
3:-22~ー 10% 83 1.0232 6.51 (7. 74) 
4:- 1O~1% 104 -0.2445 3.96(5.19) 
5: 1~13% 34 0.0725 3.48(4.59) 0.0977 
6: 13%以上 15 1.5837 2.78(3.98) 5.51271 
販売農家率 l:25~%未50満% 26 3.3711 2.8206(36.39lj ) 
2:25 99 0.3768 4.86(6.2 
3: 50~63% 64 0.4828 5.06 (6.60) 
4:63~75% 43 1. 5885 6.26 (8.68) 
5: 75~88% 40 -1.1027 4.38 (5.39) 0.1608 
6:88%以上 16 -0.2969 6.04 (7. 84) 4.95961 
農(専莱業玉農菜家農+家I率兼農家) l:15~%未30満% 151 0.05377 3 5.137(6.092)  2: 15 71 0.33 4. 7 
3: 30~45% 36 -1.3002 4.21 (6. 81) 0.3493 
4:45%以上 30 2.0586 4.62 (5. 98) 3.35879 
栽野菜培面・施積設率などの 1.44Z~未1満5% 2 874 2 -01.4207日261 5b.3b日2(t6u.2i76) 
3:15~2 7% 37 1. 1555 6.02 (9.06) 
4:27~61% 52 1. 4734 5. 00 (6.42) 
5・61~73% 23 0.3808 1. 70 (2. 84) 0.3441 
6:73%以上 20 0.5307 1.58(2.51) 2.94549 
l三域設定 2l:市双街方化を含l三域む 95 1.54454 3 2.403(35.505)  108 0.32 4.03(5.6 0.0751 
3:調整区域or農振地域 85 1. 3126 8. 70 (8.43) 2.85685 
60歳、「 ，、 f竿 l:22Z~未8満8% 1873 1 0.51470 7 5.0636(6.190)  2:22 一0.66 4.66(6.7 0.1184 
3:88%以上 34 2.1675 5.57(6.98) 2.83452 
野販菜売金・額施第設の1位農作家物率が 2l:3~%末19満% 日593 U0.6211414 日 5b .3945(6.51)  
3:19~33% 26 1.5913 6.82 (9.93) 0.4323 
4:33%以上 110 0.9991 3.43(5.39 2.59042 
E王1リ不;!i "y>，( l :ilZ~未5%満 108 1 01.0296470 1 4.639(75.8321)  2: 4. 
3: 5~ 10% 55 1. 3252 4.98 (5.67) 
4: 1O~15% 24 1.5094 6.71(7.95) 0.0936 
5: 15%以上 20 1. 2270 4.37(5.42) 2.57650 
後継ぎのいる農家率 l:8~%未52満% 1 1.24933 6 2.987(37.682)  
2:8 49 1.34 5.97<7.1 
3: 52~62% 62 -0.1096 5.83(7.14) 
4:62~70% 70 -0.8680 4.02 (5.19) 
5:70~79% 64 0.0400 4.66 (7.32) 0.5344 
6:79%以上 32 -0.4628 4.26 (6.43) 2.21758 
農地の転用先 1:道宅路地な 44 -1.40196 7 63.4045(75.2792J ) 
2 化ど 165 O. 
3 :植林地 24 0.1551 9.85 (8. 50) 
4:用途未定 15 -1.6451 7.86 (9.36) 0.4203 
5:転用なし 40 0.5299 5.37 (5.80) 2. 17502 
水田率 178Z~未8満5% 83 1.21028 1 9.196(86.435)  
2:78 20 0.10 4.46 (6.2 
3:85~91% 35 -0.7371 3.48(4.01) 
4:91~9 7% 67 0.3436 3.06(4.34) O. 8099 
5:97%以上 83 0.6473 2.70 (4.69) 1. 94795 
販以売上金農額家率200万円 1:3~%未15満% 141 0.0031 4.74l(67.63l) j 
2:3 76 0.2473 6.01<7.3 
3: 15~39% 52 0.0113 4.18(5.23) 0.9684 
4:39%以ι 19 1. 0430 3.17(6.15) 1.29030 
戸当たり耕地面積 21 :23a~未4満2a 1257  1.10424 5 34.5646(46.338J ) -0. 
3 ・ 42~62a 84 -0.1450 5.58(7.24) 0.9108 
4: 62a以上 20 0.2360 5.54<7.70) 1.24948 
圏場整備の有無 2l jあZレり 2623 5 -0.0545078 5 4.5763(l4b.8791)  0。.569780340 
総戸致 1: 514戸~未17満84戸 1890  0.01053 7 5.949(47.406)  2:514 -0.02 3.04(4.4 0.9988 























































Table 2・3 農家数増減率一33%未満かつ販売農家率 25%未満に該当する集落の
諸元
指標/集落 A B C D E F G 
地域指定状況 市街化 市街化 市街化 市街化 市街化 市街化 農振
専業農家率(%) 。 18.8 12.5 。 O 10.0 9.1 
60歳以上基幹従事者率(%) 100.0 100.0 50.0 100.0 100.0 50.0 100.0 
販売額一位が稲の農家率(%) 100.0 O 。100.0 50.0 16.7 
販売額一位が施設・野菜の 。 O 100.0 O 。100.0 16.7 
農家率(%)
一戸当たり耕地面積(a) 16.4 20.6 26.0 21.4 22.0 27.0 19.8 
自給的農家率(%) 85.7 87.5 87.5 87.5 83.3 80.0 81.8 
水稲収穫面積割合(%)* 73.9 3.6 52.9 78.9 87.9 35.9 6.3 
借り入れ耕地面積割合(%) 12.2 9.1 。 。 24.2 3.7 O 
貸し付け耕地面積割合(%) 36.5 6.1 4.8 O 8.3 7.4 1.5 




Table 2-4 農家数増減率問33%未満かつ一戸当たり耕地面積 41.1a以上に該当す
る集落の諸元
指標/集落 A B C D 
専業農家率(%) 。 24.0 12.5 10.0 
60歳以上基幹従事者率(%) 25.0 40.7 50.0 63.7 
販売額一位作物が稲の農家率(%) 16.7 O 33.3 11.1 
販売額一位作物が野菜・施設の農家率(%) 16.7 31.1 50.0 66.7 
販売金額 300万円以上農家率(%) 16.7 28.0 25.0 10.0 
一戸当たり耕地面積(a) 74.5 63.7 44.5 57.0 
自給的農家率(%) O 10.0 25.0 10.0 
水稲収穫面積割合(%) 36.7 27.4 61.2 60.9 
樹園地率(%) 15.7 62.4 。 1.8 






















































福知山市 綾部市 一和町 夜久野町 大江町
1980年 2.6 3.0 7.8 1.9 3.5 
1985年 2.1 3.7 5.1 1.8 5.5 






































Table 2-6 中丹地域の数量化理論 I類による分析結果
要因 カァゴリー内容 分布数 評価係数 耕作放棄地率(%) レンジ
水田率 1 :58%未満 20 2. 12168 7.22(7.15) 
2:58~78% 65 2.44848 8.05 (7.66) 
3:78~97% 247 -0.52478 5.20 (6.36) 0.0001 
4:97%以上 19 -3.78754 0.78 (1. 43) 6.23602 
園場整備率 1:3%未満 58 1. 91849 8.48 (9.57) 
2:3~50% 50 3.07757 8.42 (8. 04) 
3:50~97% 154 -0.91322 4.21 (4. 84) 0.0001 
4:97%以上 89 -1.39905 4.55 (5. 23) 4.47663 
農地の転用先 1:道路 56 1ー.09947 4.60 (5.25) 
2 :宅地など 52 -0.98436 4.37 (6.67) 
3:植林地化 71 0.00552 6.02 (6.10) 
4用途未定 50 2.27505 9.07(9.11) 0.0542 
5 :転用なし 12 -0.01137 4.93 (6.02) 3.37452 
後継ぎのいる農家率 1:8%未満 12 1.80159 6.47(5.11) 
2:8~14% 14 -0. 12983 5.28(6.11) 
3:14~20% 2 -0.07339 5.70 (8.31) 
4:20~32% 97 0.01362 5.88(7.29) 
5:32~38% 68 -0.37180 6.05(6.38) 
6:38~50% 86 0.69170 5.47(6.65) 
7:50~57% 32 -0.75376 4.68 (6.02) O. 7927 
8:57%以上 20 -1.47957 4.36 (5. 73) 3.28116 
販売農家率 1:31%未満 12 1ー.68300 6.03 (8.71) 
2: 31 ~50% 36 1.49392 9.52 (9.18) 
3:50~70% 125 0.72427 6.78 (7.27) 
4:70~89% 142 -0. 72434 3.98 (4.50) 0.0001 
5:89%以上 36 -0.59063 3.85 (5.97) 3.17693 
一戸当たり耕地面積 1:30a未満 20 2.06847 8.53(10.65) 
2: 30~42a 8 -0.41570 6.88(7. 79) 
3:42~54a 109 0.56852 6.38 (6.29) 
4:54~67a 57 0.96419 3.56 (4.72) 
5:67~79a 40 -0.26960 3.44 (3. 38) 0.1546 
5:79a以上 37 0.02741 4.16 (6.16) 3.03266 
経営耕地面積増減率 1:-24%未満 29 2.27142 10.58 (J 0.49) 
2:-24~2% 248 -0. 10643 5.40 (6.32) 0.0206 
3:2%以上 74 0.53345 4.34 (5.05) 2.80487 
総戸数 1: 17戸未満 3 -0.00092 4.77 (6.05) 
2:17~62戸 229 0.66073 6.21 (7. 5) 
3:62~107戸 5 -1. 49898 4.21 (3. 92) 0.0523 
4: 107戸以上 34 2.02448 4.56 (3. 54) 2.68521 
区域設定 l調整区域かつ農振地域 127 1. 70259 4.63 (5.18) 0.0367 
2農振地域 224 0.96531 6. 15 (7.36) 2.66790 
DIDとの距離 1 :30分未満 223 0.96812 6.34 (7.20) 0.0031 
2:30分以上 128 1. 68664 4.31(5.47) 2.65475 
'80~' 90年人口増減率 1:ー25%未満 2 1ー.81273 3.75 (4.55) 
2:-25~3% 280 0.05692 5.77 (6.79) 0.2964 
3:3%以上 49 0.48860 5.47(6.89) 2.30132 
60歳以上基幹従事者率 1 :50%未満 10 2.06719 3.82 (5. 80) 
2:50~72% 64 -0.19030 4.32 (4. 45) 0.2774 
3:72%以上 277 0.11860 5.96(7.10) 2.18578 
販売金額200万円以上農家率 1: 1%未満 206 0.24231 6.01 (6. 94) 
2:1~10% 115 0.06120 5.31 (6. 74) 0.8054 
4: 10%以上 30 1. 42926 3.93 (4.03) 1. 67157 
農家数増減率 1:-14%未満 87 0.05851 6.32(7.74) 
2:-14~1% 236 0.17346 5.54(6.47) 0.1688 
3:1%以上 28 1. 28019 3.88 (4. 43) 1.45365 
主業農家率 1: 12%未満 40 0.78371 5.33 (8. 24) 
(専業+1兼) 2:12~37% 237 0.02198 5.64 (6.33) 0.8695 
5:37%以上 74 -0.35324 5.63 (6.95) 1. 13695 
貸付耕地面積率 1: 12%未満 259 0.16870 5.35 (6.63) 0.5304 






















































































要因，農業土木学会論文集， No.178， pp.113""' 120. 
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Table 3-1 代表集落の諸元(1990年農業センサス)
区分 岸和田市 貝塚市
集落名 春木 西之内 土生新田 上自原 塔原 清児 馬場 大川




25 19 11 25 15 30 45 7 
農家数割合(%) 0.4 0.2 2.3 27.2 44.1 6.4 17.3 63.6 
専兼別 専業農家率 40.0 5.3 18.2 20.0 6.7 33.3 O 14.3 
農家構成 第 I種兼業農家率 O 5.3 36.4 12.0 60.0 16.7 2.2 28.6 
(%) 第E種兼業農家率 60.0 89.5 45.5 68.0 33.3 50.0 97.8 57.1 
農業構造の 1985年からの農家数増減率(%) -13.8 ・167C9M.ミ務 d、& O O -6.3 -28.6 -4.3 1ー2.5
変化 1985年からの経営耕地面積増減率(%) 1.6 ~69.6 -2.9 -37.1 30.0 -33.2 0ー.1 -39.7 
60歳以上基幹的農業従事者率(%) 72.7 100 50.0 50.0 26.0 32.0 O 22.2 
一戸当たり経営耕地面積(a) 23.6 23.4 69.0 57.4 方議そ 51.0 33.2 26.4 
販売金額300万円以上農家率(%) 4.0 O 45:5:>，:';" 4.0 33.4 26.6 O 14.3 
販売金額第一位作物が野菜・施設の農家率(%) 25.0 60.0 60.0 O な、85;7山桜み 80.0 18.8 25.0 
耕地面積 水田率 89.3 100 80.6 。 47.1 100 80.2 100 
地目別構成 樹園地率 9.8 O 0.4 ....9.3 52.9 。 18.1 O 
(%) うち果樹園率 9.5 。 0.4 93.4 18.9 。 15.9 。
耕作放棄地面積(a) 1 75 96 245 " 5 。 12 86 
































































Table 3-2 現地調査による集落別の土地利用別面積割合(%) 
市街地内 平野部 山間部
春木 西之内 土生新田 清児 塔原 馬場 大川
水田 36.3 47.5 27.9 53.5 15.3 47.5 30.0 
畑地 46.2 32.8 65.3 34.3 62.6 16.3 17.9 
樹園地 7.5 1.9 O 0.3 5.1 2.7 O 
苗木育成地 1.2 。 O 0.1 5.3 8.4 14.2 
耕作放棄地 8.8 17.8 6.8 11.8 1.7 25.1 37.9 
合計 100 100 100 100 100 100 100 
ーーーー』ー---・幽岨.圃ーーーーーーーーーー， ー.園圃ーーーーーー. ーーーーーーーーー・. ーーーーーーー『ーー幽ーーーー ーーー・P・--ーーーー '田・園田甲南時ーーー ーー司』ーーー-ーーー ーーーーーーーー白』甲
生産緑地指定地 71.8 22.9 40.9 O 7.1 
※ただし「生産緑地指定地Jは全農地に占める割合を示す
























1 . 3 . 2 平野部集落の分布特徴
Fig.3・2に示す土生新田集落では，市街化区域に属する中島池の南側を大阪府
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1 . 4 . 1アンケート調査の概要



























全体 177 130 73.4 
春木 25 21 84.0 
西之内 19 17 89.5 
土生新田 11 11 100.0 
上白原 25 19 76.0 
塔原 15 9 60.0 
清児 30 21 70.0 
馬場 45 30 66.7 
大川 7 2 28.6 
-65・














































自家用消費のみ 66.9 11.7 2L4 
農協等への出荷 91.7 0.8 7.5 
直接市場へ出荷 85.3 5.7 9.0 
企業等との契約出荷 87.8 1.7 10.6 
その他 88.7 2.8 8.5 
Table 3-6 後継者の有無別農地利用状況
耕作地率(%) 貸付地率(%) 耕作放棄地率(%)
後継者あり 92.8 1.1 6.0 
継がせたいが分からない 78.6 9.4 12.0 
継がせたくない 83.8 7.1 9.1 
子供に継ぐ意志がない 72.4 6.2 21.4 
子供がいない 51.2 7.9 40.9 
分からない 81.7 3.7 14.6 
-67・


























~ CCコ点3。 マ 大川
f臨図F世


















































回答数 農地として 10年以内に 10年以内に 未定(%)
維持(%) 売却(%) 転用(%)
春木 19 37.9 6.4 8.9 46.8 
西之内 15 25.3 ド 8.7引; 、16.6 49.4 
土生新田 10 50.0 4.0 1.0 45.0 
上白原 14 45.0 12.1 0.8 42.1 
塔原 8 811i~3 0.0 0.0 18.7 
清児 20 52.0 1.0 7.0 40.0 
馬場 28 55.4 1.8 7.8 35.0 
大川 2 0.0 50.0 25.0 25.0 
全体 116 47.2 5.4 7.3 40.1 
1 . 4 . 4 販売作物と耕作放棄について
















Table 3・8 販売金額第 1位作物別の所有農地利用状況
回答数 耕作地率(%) 貸付地率(%) 耕作放棄地率(%)
水稲 19 87.4 5.1 7.5 
いも・豆 2 87.5 0.0 12.5 
野菜 26 93.6 2.3 4.2 
果樹 13 80.2 3.8 16.0 
花井・花木 2 98.7 1.3 0.0 
畜産 1 97.0 3.0 0.0 
その他 1 40.0 30.0 30.0 
無回答 65 70.8 11.0 18.2 
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米のみ 畑作物のみ 果樹を含む 米+畑作物 計
後継者あり 7.8(3) 33.3(1) 0.0(1) 7.9(4) 8.7(9) 
継がせたいが分からない 8.3(3) 23.8(1) 33.4(5) 7.6(11) 14.1(20) 
子供に継ぐ意志がない 0.0(2) 26.3(2) 25.0(3) 0.0(3) 10.8(10) 
子供がいない (ー) 0.0(2) 0.0(1) 16.7(1) 5.7(4) 
分からない (-) 0.0(2) 11-3(3) 15.4(3) 20.主位




















回答数 耕作地率 貸付地率 耕作放棄地率
後継者あり 6 99.0% l.0% 0.0% 
継がせたいが分からない 14 87.0% 2.8% 10.2% 
継がせたくない 14 88.0% 2.5% 9.5% 
子供に継ぐ意志がない 12 8l.1% 4.3% 14.6% 
子供がいない 1 40.0% 0.0% 60.0% 
分からない 4 93.7% 0.0% 6.39も
7ー4-





Table 3・11 販売金額第 l位作物別の農地利用意向
回答数 農地とし 10年以内 10年以内 未定(%)
て維持(%) に売却(%) に転用(~) I 
水稲 18 54.4 7.7 36.2 
いも・豆 2 10.0 75.0 
野菜 24 7.1 21.3 
果樹 9 0.0 54.4 
花井・花木 2 0.0 25.0 
畜産 1 100 0.0 0.0 0.0 
その他 1 100 0.0 0.0 0.0 
無回答 59 37.3 6.4 8.8 47.5 
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とその防止策一都市近郊農地の耕作放棄防止に関する研究(I )ー，農業土








耕作放棄地の面積は 1985年に 2万 1千 ha，1990年に 2万 8千 ha，1995年に 2









































未利用 利用 未利用 非利用 利用 非利用
山林 住宅
耕地 ト+






















































年 1975 1980 1985 1990 1995 1975 1980 1985 1990 1995 
総農家数 25 21 22 20 20 19 19 21 21 21 
専業農家数 10 12 9 6 4 8 7 13 14 11 
第 I種兼業農家数 9 4 3 7 8 10 9 5 2 5 
第E種兼業農家数 6 5 10 7 8 1 3 3 5 5 
販売額 1位が水稲農家数 7 12 6 9 8 12 8 5 5 4 
販売額 1位が施設・花井農家数 。 1 1 2 1 5 8 8 8 9 
販売額 1位が野菜農家数 15 8 11 7 6 1 2 4 4 6 
自給的農家数 3 O 4 2 5 。 。 。 1 O 
総経営耕地面積(a) 2158 1905 2143 2176 1694 2552 2621 2320 2445 2364 
1戸当たり経営耕地面積(吋 86.3 90.7 97.4 108.8 84.7 134.3 138.0 110.5 116.4 112.6 
水田率(%) 76.1 80.6 68.7 79.2 78.2 82.3 86.8 95.6 88.7 81.6 
不耕作地率(%) 6.6 9.1 10.8 25.2 27.4 9.4 13.3 8.7 27.1 25.6 
耕作放棄地率(%) 1.8 0.0 5.6 5.8 15.3 1.7 6.4 6.7 5.4 13.7 








れた対象集落の 1986年住宅地図と 1992年 11月に現地調査が行われた地形図勺
をそれぞれ 1986年， 1992年の土地利用を表すデータとして用いた.さらに，
1997年 10，11月に筆者らが行った現地調査の結果を 1997年のデータとして用
い，加えて 1986年， 1992年， 1997年の 3時点、に耕作放棄地と判断した農地に
対する追跡調査を 2000年 1月に行った.こうして得られた農地 1枚 *3ごとの












































井出赤羽集落では 17戸(回収率 85.0%)，脇集落では 18戸(同 85.7%) の農家
から回答を得た.またアンケート調査実施の前に JA神戸市西伊川支所(現 JA
*6 井出赤羽集落の全農地は 263枚で，このうち集落外居住者の所有農地は 59枚，また所
有者が不明の農地は 49枚，さらに 1986年， 1992年， 1997年時点の利用内容が不明の農
地は 52枚(うち集落外居住者所有の農地は 12枚，所有者不明の農地は 23枚)であった.
したがって分析の対象から外した農地は 59+ 49 + 52 -12 -23 = 125枚となる.一方脇集落
の全農地は 388枚で，このうち集落外居住者の所有農地は 40枚，また所有者が不明の農































営農意欲の低下 2 1 3 
転用予定がある 1 。 1 
その他 4 O 4 
当該設問の回答者数 9 8 17 
*7 不耕作農地を所有していると回答した農家数は井出赤羽，脇集落でそれぞれ 9戸. 8戸
であった.



























農地として自分で耕作する 2 1 3 
現状のまま放っておく 2 7 9 
農地として貸したい 2 。 2 
農地以外に転用したい 5 。 5 




満足している 。 1 1 
農業をしたいので規制強化を望む 1 2 3 
転用したいので規制緩和を望む 3 3 6 
特に考えていない 3 3 6 















農家別に示す.これによると 1986年は 1戸， 1992年は 3戸だった耕作放棄地
所有農家が 1997年には 11戸に急増している.これは前節のアンケート結果で
触れたように，基幹従事者の高齢化と後継者の兼業化が進んだ時期と一致して
















*9Table 4・5中で「耕作放棄」から「造成地」までの期間を読み取ると 1992年から 2000







とき .Qij=Wij/Wtjと表される .Qij> 1であれば，その部分は他の部分に比べj番目のカ
テゴリのウェイトが大きいことを示す.
-92・






年 所有者 緑地指定 1997年 2000年
宅地化 畑作 造成地
宅地化 休耕 造成地










D 宅地化 水稲 畑作
E 宅地化 畑作 畑作
F 宅地化 畑作 畑作
G 生産 水稲 水稲
H 宅地化 畑作 樹園地
'97 
I 宅地化 畑作 畑作










放 放 放 放 l口k 転 農 放 l口L 
〆'崎、 用 地 棄
農 農 農 d 計 〆-、 地 計、，〆
a f主 の-、
車え b 放 、ー，〆 7G ま
利用パターン 、，〆 ま〆'‘、 〆-、 〆'局、
a C b 〆-、、，〆 、・4〆 、，〆 C 
+ 
d 、，〆
耕作 1986年 3 1 1 O 5 3 1 1 5 
放棄 1992年 2 0 0 2 4 2 0 2 4 
時期 1997年 o 5 0 7 12 o 5 7 12 
ーー ーー ーー ー ーー ーー ーー ーー ー -ー-噌圃『由ー・幽ーーー ーー -ー-ー枚
-・ーーー-r-ー ーー・，-轟ーーー ーー ー
生産緑地 o 3 0 4 7 o 3 4 7 
緑地指定
数 宅地化農地 5 3: 1 5 14 536 14 --噛噌._.・ー・園田喧司・ 4・骨骨ーーーーーーーー -ー-----ー______L・ー _ー.J_ー晶ーーー ーー ーー 'ーー 咽ー帽，田昌司・ーーー ー
接道条件
接する 5 5 0 6 16 5 5 6 16 
接しない O 1 1 3 5 O 1 4 5 
メ口込 計 5 6 1 9 21 5 6 10 21 
耕作 1986年 2.5 : 0.7 : 4.2 0.0 1 2.5 0.7 0.4 1 
放棄 1992年 2.1 : 0.0 : 0.0 1.2 1 2.1 0.0 1.1 1 
時期 1997牛.l:r: 0.0 : 1.5 : 0.0 1.4 1 0.0 1.5 1.2 1 
特 骨・-・ー・・F・aゅー.幽圃・ ーー ーー ーー ーー ー四時曹関.・ a・骨，-圃圃-_.1-ーーーーーーー -ー-司-- --ー ・ーーーー ーー・帽ーーー
緑地指定 生産緑地化 0.0 : 1.5 : 0.0 1.3 1 0.0 1.5 1.2 1 
係 宅地化農地 1.5 : 0.8 : 1.5 0.8 1 1.5 0.8 0.9 1 
数 ーー ・ー-明・圏直ー・ー ーー ーー ーー ーー ー曙F 匂手甲--r-ー ーー・司ー -ー.・ 4帽・ a 晶ーー -ー--・ーーーーーーーーーー--宇田植ー
接道条件 接する 1.3 : 1.1 : 0.0 0.9 1 1.3 1.1 0.8 1 
接しない 0.0 : 0.7 : 4.2 1.4 1 0.0 0.7 1.7 1 






と耕作農地(平均 214.9m)や農地に復元された耕作放棄地(平均 252.0m) よ
りも大きい.さらに耕作放棄地のまま残されている農地が生産緑地の場合も，
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*12 Table 4・7中で「耕作放棄Jから「資材置き場j へ変わるまでの期間を見ると 1992年か































M 水稲 L 水稲 畑作
O 水稲 Q 水稲 水稲
P 畑作 水稲 水稲
A 水稲 R 水稲 畑作
1997年
E 水稲 水稲 水稲 水稲
ト一一一一一




放:放:放 放 メE込1 転 農 方支 メ口L 
↓!↓ 〆'町、 用 地 棄
転 i農(農 d 計 〆-、 地 計、，〆
~〆-、、 E a f夏 の
a b 放 、，〆 ヌじ ま
利用パターン 、句、 ま;戸、 ，-.、
c b 〆園、
'-' 、，〆 C 
十
d 、，〆
耕作 1986年 。1 1 O 2 O 1 1 2 
放棄 1992年 2 3 。13 18 2 3 13 18 
枚 時期 1997年 2 4 0 21 27 2 4 21 27 ーーーーーーーーー -ー-園自由 『田ーーーーーーーー--・--ー 』ーー ・ー句-.申』ー甲晦・ー『四-----圃畠軸句冒坤ー ーー ーー・ーーー ーー ーー
数 接道条件
接する 3 5 1 13 22 3 5 14 22 
接しない 1 3 。21 25 1 3 21 25 
メ口L 計 4 8 1 34 47 4 8 35 47 
耕作 1986年 0.0 : 2.9 : 23.5 0.0 1 0.0 2.9 0.7 1 
特 放棄 1992年 1.3 : 1.0 0.0 1.0 1 1.3 1.0 1.0 1 
化 時期 1997年 0.9 : 0.9 0.0 1.1 1 0.9 0.9 1.0 1 
係 ーー 晶ー画--・ーー ーーーーーーーーー---争#ー・』 ーーーーー_.・・ーーーー」ーーーーーーーーーーーーーー ーーー
ーーーーーーーー司骨骨-.・ー岨ー -ー.・ ーーー
接道条件
接する 1.6 : 1.3 : 2.1 0.8 1 1.6 1.3 0.9 1 
数 接しない 0.5 : 0.7 : 0.0 1.2 1 0.5 0.7 1.1 1 






































































































































































て一 r都市計画」別冊第 11回学術研究発表会論文集， pp.1・6.


















































































復元 29 ( 6.5%) 10(5.7%) 
不耕作以前と同じ作物を栽
培する
野菜栽培 60 (13.4%) 24 (13.6%) わさび¥豆類を含む
山菜・そば栽培 53 (11.8%) 16 ( 9.0%) 薬草や工芸作物を含む
果樹・樹木利用 59 <13.1 %) 22 <12.4%) ケナフや芝生育成を含む
家畜放牧等 28 ( 6.2%) 10 ( 5.6%) カモや綿羊飼育を含む
魚貝類の養殖 24 ( 5.3%) 12 ( 6.8%) 釣り池を含む
花・景観作物栽培 33 ( 7.4%) 9( 5.1%) 香草を含む
農園利用 75 (16.7%) 39 (22.0%) 
制度的対応 3S( 7.8%) 14 ( 7.9%) 
オーナー制度や組織の設立，
助成制度
植林 3(0.7%) 0(0.0%) 
ビオトープ 5( 1.1%) 3(1.7%) 
その他 45 <10.0%) 18 (10.2%) 上記 11タイプ以外のもの
L一一一一
注)以下，本文やグラフでは「野菜栽培Jを野菜， r山菜・そば栽培」を山菜・そば， r果
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取り組み主体 当該設問 1989年 1990""'" 1995年
回答地区数 以前 1994年 以降
農家 39 1.59 0.91 0.76 
非農家 16 0.97 0.68 1.'33 
農家だけのグループ 26 0.60 1.27 0.98 
非農家だけのグループ 4 3.88 0.68 0.53 
地7c住民グループ 34 1.14 0.64 1.19 
自治体 24 。 1.60 0.89 
自治体関連組織 7 1.11 1.18 0.91 
農協及び関連組織 7 2.22 1.18 0.61 
その他 13 。 0.84 1.47 



























出を上回っているのは 51地区 (28.8%) に過ぎず，逆に支出が収入を上回って
























































































平均 平均利用料(円) 取り組み主体 赤字
面積 利用権 利用権 経営の
(a) 設定あり 設定なし 1位 2位 3位 割合(%)
農園 92.9 26，714 39，499 自治体 地冗住民 農家 51.4 (7地区) (16地区) (14) グループ(6) (5) 
農園 39，952 24，723 農家 地元住民 農家だけの
以外 252.1 (21地区) (20地区) (34) グループ(28) グループ 43.5 
( 25) 
農家 地元住民 農家だけの全体 215.4 36，643 31，290 (39) グループ (34) グループ 45.3 
( 26) 
次に，農園利用に至った背景を調べると「市民より野菜作りをしたい等の希



























































































1)星 啓・森塚圭一・徳永幸之・須田 無 (1998):開設状況と利用状況から
みた地方都市圏における貸し農園整備の方向性，日本都市計画学会学術研究







展開と課題， p.1..... S9. 
S)九鬼康彰・高橋 強 (2001):不耕作農地解消への取り組みの現状と課題，





































































Table 6・1 地域類型別にみた 10aあたり年間使用料の平均(単位:円)
都市的地域 平地農業地域 中山間地域
利用権設定あり
10，000(1) 58，714(7) 30，250(20) 
ーーーーー・ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーー輔ーーーーーーーー 嶋ーーーーーーーーー喝.- --世帯同酔甲骨ーーーーーー
司自 25，000 12，000 
利用権設定なし
39，886(8) 24，500( 4) 29，556(24) 
- --ーーーーーー園田園ーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーーー"ーーーーーーーーー ー』ー司--ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー














































2 . 1 . 1 福祉施設農園(JI!越市)
(1)農園利用の背景































*1 この取り組みは 1998年 7月 17日付け全国農業新聞に紹介されている.



























2 . ， • 2 学校農園(和歌山市)
(1)農園利用の背景
学校農園として活用している和歌山市立 S小学校は市街地から約 5km離れ，
周囲を水田に固まれている.農園の規模は約 12aで全校生徒 454人 (2000年時








隣接する水田 840ぱと 20年以上前から耕作が放棄されていた水田 439m'を借り














































































































耕作放棄地面積 2500ぱ 439ぱ 2605ぱ 1906ぱ 2883ぱ
法律の指定状況 調整区域 調整区域 都市計画区域外 都市計画区域外
農振白地 農振白地 農振農用地区域 農振白地
所 年齢 70歳 80歳代半ば 50歳代後半 74歳 60歳代前半
有 専兼別 自給的農家 自給的農家 非農家 専業農家 専業農家
者 兼業の内容 会社経営 商店経営 会社員
農園整備主体 所有者・施設 和歌山市 町
農園利用者 施設入居者 小学校児童 町民
農地の借り手 福祉施設 小学校 町
年間借地料 100，000円 20，000円 45円/1ぱ
















距 所有者からの 遠い 遠い 近い
ーーー白.晶画ー晶圏構軒申晶司畠司司開--値由 ー--・ーーー・幽・・ーーーーーーー園田ーーー ーーーーーーーーーーーーー--四--甲圃白』悼 明ーーーーーーーーーーーーーーーー圃ーーーー
離 利用者からの 近い 近い 近い
















































村合併により 1999年 4月 1日より篠山市の一部となっている.
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3. 1 事例調査の結果








































6月""7月 芽かき・誘引・施肥 週に 1回
9:00"" 12:00 






Table 6・5 取り組みにかかる収支決算事6 (単位:円)
1997年度 1998年度 合計
収入 469，967 429，061 899，028 
JA出荷
支出 91，083 499，989 591，072 販売分
残高 378，884 -70，928 307，956 
収入 383，550 481，440 864，990 
直接
支出 374，150 428，789 802，939 販売分
残高 9，400 52，651 62，051 
収入 853，517 910，501 1，764，018 
合計 支出 465，233 928，778 1，394，011 
残高 388，284 -18，277 370，007 
(2)滋賀県犬上郡多賀町
多賀町は滋賀県湖北地方の中心都市彦根に隣接し，町の大部分を山林が占め
































































































































































10 1994年 6月 7日付け京都新聞でメダカの激減が報告されている.
-144・
Table 6・6 調査対象事例の概要







活用主体 個人的な団体 個人 農業委員会 都市整備課 自然の家
きっかけ 個人の発意 個人の発意 遊休農地 地元の要望 個人の発意
実態調査
活動開始年 1996年 1993年 1997年 1996年 1991年
活用内容
イチジク畑の 観光農園
樹園地 ビオトープ ピオトープ復元 (山菜)
放棄地の 10aあたり 1









および病気 への転居・離農 減反政策 減反・日照不足























































































































































1)三宅康成 (2000):市民農園の整備に関する研究，京都大学博士論文， pp.1 
""160. 
2) (社)農村生活総合研究センター(I999):農村地域における「社会園芸」の




村と生物多様性~ (宇田川武俊編)，家の光協会， pp.172"" 188. 
-150・
5)九鬼康彰・高橋 強(1999):耕作放棄地の活用方法に関する一考察，農村
計画論文集， No.l， pp.247'"'"' 252. 
6)九鬼康彰・高橋 強 (2001):不耕作農地解消への取り組みの現状と課題，






















前半部分にあたる第 2章では，これまでは 1市町村や 1農業集落が分析対象範
囲であった耕作放棄に対する発生要因の解明を都市近郊と括ることのできる広
域圏を対象に農業的側面から多変量解析を用いて明らかにするとともに，同じ
く複数市町にまたがる中山間地域にも同一手法を用いることにより，耕作放棄
の発生に影響を与える要因の比較を行った.
その結果，対象とした地域では農家数増減率や経営耕地面積増減率といった
-153・
農業構造に関係する要因の他に，地域の特徴である樹園地が耕作放棄の発生に
大きな影響を与えていることが明らかになった.さらに農家数が大きく減少し
ている集落では 1戸あたりの所有面積が 20a程度と非常に零細であるため，現
有の労働力でも耕作が可能であり，それ故に耕作放棄地が少ないことも地域の
特徴であることが得られた.また中山間地域との比較からは，ともに地形条件，
農業労働力に関する条件，営農による収益性という 3つの側面が耕作放棄地の
発生に影響しており，地域間に大きな差はないことを明らかにした.
第 3章では大阪府南部の地形条件を代表する 8つの農業集落を対象に，耕作
放棄地の位置的な特徴や耕作放棄地を所有する農家の特徴について考察した.
まず，耕作放棄されやすい農地は，①平野部では道路に接していること，山間
部では集落の居住地から離れている，あるいは急傾斜であること，②平野部，
山間部を問わず区画が小さく，日当たりが悪いこと，③市街地では散在的に発
生し，山間部ではまとまって発生すること，という位置的な特徴を有している
ことが明らかになった.逆に耕作放棄されにくいのは，生産緑地指定を行って
いる農地，あるいは圃場整備が行われた農地であった.
一方，耕作放棄という選択を行いやすいのは，山間部に農地を所有する果樹
栽培農家，あるいは小規模の自家用消費向けの営農でかつ後継者を持たない農
家であることが明らかになった.逆に都市近郊にある立地条件を生かした野
菜・施設園芸の集約的農家や 独自の出荷経路を確保している農家は耕作放棄
が少ないことも明らかになった.以上の結果から農地の耕作放棄化を予防する
対策を地形条件別に提案した.まず市街化区域内の農地に対しては，農業生産
だけではない農地の多面的機能を発揮できる緑地空間として位置付け，周辺一
帯をも含めた環境の悪化予防が重要である.次に平野部の農地に対しては，市
街化区域内でも意欲的に高収益の営農を行っている農家がいることから，基盤
整備により積極的な保全を図ること，及びそのような制度の拡充，さらに将来
の高齢化や後継者不足を腕んだ農作業受託組織の立ち上げが必要である.また
山間部の農地に対しては，中山間地域よりも恵まれた市街地へのアクセス条件
を生かし，地形条件に適した高収益作物への転換や 独自の出荷経路の確立，
さらには観光的な要素を取り入れる等，経営面での対応が必要である.そして
いずれの場所においても共通して後継者の育成及び確保が欠かせない課題であ
る.
第 4章では都市近郊において発生した耕作放棄地はその後，どのような変化
を辿るのかについて事例的に分析した.これは一般的に都市的土地利用へ転用
される見込みが最も大きい都市近郊の耕作放棄地が 実際にそうであるのかを
検証することを目的としていたが，得られた結果は次の通りであった.ここで
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対象とした市街化区域，市街化調整区域に属する各集落とも，耕作放棄後の利
用変化は①都市的土地利用へ転用，②再び農業的土地利用へ復元される，③耕
作放棄地のまま残される，の 3つに分かれ，耕作放棄地のまま残されるケース
が最も多いことが明らかになった.市街化区域でも約 8年が経過するまでは都
市的土地利用への転用が始まらず，市街化調整区域ではほとんどが耕作放棄地
のまま残され，時間の経過との関連性も低い.
また耕作放棄後の土地利用変化に影響する農地の立地面の要因として，農家
からの距離と接道条件が挙げられ，加えて農家の労働力不足や用水，土壌条件
も耕作放棄地のまま残される一因となっていることが明らかになった.つまり
本論文では，近年の都市近郊における耕作放棄地は都市的土地利用へ転用され
るよりもむしろ耕作放棄地のまま残される可能性が強く，そうならないために
は耕作放棄に至った原因を考慮した対策として基盤整備，さらに耕作放棄後の
有効な利用方法の検討が必要であることを導き出した.
続く第 5章と第 6章では，前章を承けて耕作放棄された農地をいかに活用す
るか，という視点に立って分析を行った.まず第 5章は全国で取り組まれてい
る耕作放棄地の解消事例を網羅的に整理し，その現状や問題点を把握するとと
もに，特に都市近郊における耕作放棄地の活用方法として有効と考えられる農
園利用についても言及した.その結果，次の 4点が明らかになった.①耕作放
棄地の面積や基盤整備の有無，さらに耕作放棄された原因に応じて様々な活用
方法が行われ，農園利用が最も多い.②耕作放棄地の解消に取り組む主体は
1980年代には農家個人や農協中心であったが， 1990年代後半には地域社会全体
に広がっており，これは農業や農村に対する人々の興味関心が高まりつつある
ことを示すとともに，耕作放棄地の解消が農業関係者の努力だけでは難しいこ
とも物語っている.③取り組みを続けていくためにいずれの事例にも共通する
課題は労働力の確保，および採算性の確保の 2点である.④農園利用に取り組
まれる背景には都市住民からの要望の他に，福祉や教育といった方面からの需
要があるが，自治体を主とする運営者側の過剰負担が課題になっている.
第 6章は都市近郊における耕作放棄地の解消に取り組む際の留意点を 8つの
先行事例の調査から農園利用と農園以外の利用に分けて考察した.都市近郊で
取り組まれている耕作放棄地の解消は小規模で農園への利用が多く，所有者に
支払う利用料が高いといった特徴を持っており，以下の点が取り組みにあたっ
て必要であることを明らかにした.①都市近郊でも地形条件によって耕作放棄
地の分布状況は異なっており，その位置的特徴に適した利用方法を選択するこ
とが重要だが，特に農園に利用する場合には利用者からの距離に配慮すべきで
ある.一例として，市街化区域内で散在する傾向にある耕作放棄地は農園，平
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野部では都市近郊でのノウハウを生かした高収益作物の栽培，山間部でまとま
って発生しやすい耕作放棄地はビオトーフへの利用がそれぞれ可能と考えられ
る.②取り組みの労働力を確保するためには都市住民を巻き込むことが重要で
あるが，その手法として新聞や広報等のメディアを通した募集が有効と言え，
特に都市近郊は中山間地域の事例と違って近距離にあるため，心理的に気軽な
参加が可能である利点を有している.③採算性を確保するためには高収益の作
物を選択する，あるいは耕作放棄後の年数の浅い農地を利用して初期投資を抑
制し，逆に年数の長い農地は粗放的な利用方法を選択する，といった工夫が必
要である.最後に，④取り組みの継続性を確保するためには耕作放棄地の所有
者に取り組みの有効性を理解してもらうことが重要であるが，それだけでなく
取り組みを保証する制度の確立や，契約方法の工夫が今後必要である.
今後の研究課題
最後に今後の課題について整理する.まず耕作放棄の防止に対しては国だけ
でなく市町村や農業委員会をはじめとする様々な機関が対策を講じているが，
減反面積の増加や外国産農産物の輸入量の増加といった情勢を踏まえると今後
もますます耕作放棄は進行することが危倶される.こうした中， 2000年 3月に
閣議決定された食料・農業・農村基本計画では食料自給率の数値目標が示され
るとともに，確保すべき農地面積についても同じく数値目標が設定された.し
たがって今後は圏内の食料自給という観点から都市近郊においても耕作放棄を
させてはいけない農地，耕作放棄はやむを得ない農地といった分類を地域ごと
に行い，その結果に基づいて防止対策を行う必要があると考えられる.また
2000年からスタートした中山間地域における直接支払い制度がさまざまな基
準に基づいて実施されているように，都市近郊においても保全すべき農地の基
準の設定や，基盤整備や担い手育成だけではない対策の在り方が模索されるべ
き時期に来ている.
一方，耕作放棄地の利用に対しては本論文で概観したように全国各地で非常
に豊富な種類の取り組みが行われていることが明らかになったが，順調に行わ
れている事例はごく僅かに過ぎず，また全体の耕作放棄地面積に対しても点的
な存在である傾向が強い.さらにそれぞれの取り組みが直面している課題を解
決する手懸かりを得るためには同じ方法の取り組みを行っている地区同士でネ
ットワークを形成し，情報交換や人の交流を図ることが有効だと考えられる.
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つまり，耕作放棄を防止するにおいても耕作放棄地を活用するにおいても点
的に対処するのではなく，地域全体の土地利用の中で耕作放棄地をどのように
位置付けるか，そしてそれに基づいた長期的な視野を持った方針と土地利用計
画の策定が求められよう.したがって研究面においても，耕作放棄地の農地復
元の可能性からみた分級手法や土地利用計画における耕作放棄地の位置付けに
関する分析，あるいは活用事例地区間を結ぶ有効なネットワークの構築方法の
検討，等が必要と言えよう.
さらに農地が耕作放棄される原因が労働力不足や農業収益の低さであるのと
同じく，耕作放棄地を解消する取り組みを継続させるための課題も労働力と採
算性の確保であった.しかし，農家個々が自己所有農地を上述の理由によって
耕作放棄することと，再び活用に取り組み始めてから直面する課題とは，その
取り組む主体等によって捉え方が異なると考えられる.つまり，農家が自ら耕
作するために必要であった労働力と，農家以外，例えば地域住民が主体となっ
て活用する場合に供給できる労働力は同じ作物を栽培するケースでも人数や年
齢によって異なる上，活用方法や活用規模に伴う採算性の尺度も異なる.この
ように耕作放棄前と解消の取り組み後の労働力，採算性の内容の違いを検討す
ることも耕作放棄の防止，ならびに耕作放棄地解消の継続性の確保にとって重
要な課題と考えている.
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あとがき
この論文は，筆者が京都大学大学院農学研究科修士課程時代に「耕作放棄J
という言葉に初めて出合い，以来約 9年間，さまざまな試行錯誤を経ながらよ
うやく辿り着いた 1つの到達点である.このテーマを設定した背景については
以前農業土木学会誌にも書かせてもらったが，卒業論文時に現地調査で見せて
いただいた和歌山県の離村集落の風景が契機となっている.人が住まず，耕作
が行われなくなった農地は背丈を超えるほどの雑草や樹木に覆われて，まさに
‘荒れた'風景と化していた.もちろんこれは見る者の主観による感想であっ
て，人によっては自然の姿に戻りつつある一段階に過ぎないと判断されるかも
知れない.しかし，地球規模での人口爆発やそれに伴う食料危機がとりわけ問
題視されている状況で，耕作放棄地の増加という現象が持つ意味は非常に重い
のではないか，という意識が一連の研究に取り組む発端となった.それでも農
家や行政にとって耕作放棄という言葉は決して聞こえの良いものではなく，研
究を進める中で，このテーマについて調査を行う難しさを感じさせられたこと
は度々であった.研究で得られた知見はまだまだ之しく，耕作放棄地の問題も
一層深刻化していく情勢にあり，今後ますます研究に全力を尽くさねばならな
いと痛感している.それでも筆者は将来を決して悲観してはいない.なぜなら，
研究を進める中で農家や自治体をはじめ，様々な立場におけるたくさんの人々
と出会い，それぞれが真剣に，また明るく耕作放棄の問題に取り組んでおられ
ることを肌に感じてきたからである.そうした人々のお役に立てるよう，これ
からも研究を進めていきたい.
論文の執筆にあたっては，多くの方々にお世話になった.
京都大学大学院農学研究科の高橋強教授には，学部学生時代における卒業論
文以来，一貫して筆者の指導教官として懇切・親身なご指導を賜ってきた.就
職してからも，日頃よりプロの研究者としての姿勢や研究の遂行にあたって多
くの示唆に富んだアドバイスを頂けたことは筆者にとってこの上ない喜びであ
り，それだけでなく論文の取りまとめに際しても絶大なるご配慮とご協力をい
ただいた.ここに心より感謝を申し上げる次第である.
また京都大学大学院農学研究科の牛野正助教授にも学部学生時代よりゼミ等
を通して有益なご示唆，ご助言をいただき，研究を進めるにおいて非常に多く
のことを学ぶことができた.さらに，本論文のとりまとめにあたっては京都大
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学大学院農学研究科の三野徹教授，小林慎太郎教授に大変有益なご示唆，ご助
言を賜ることができた.上記の諸先生方に記して深謝申し上げる次第である.
本論文の調査にあたっては非常に多くの方々にお世話になった.近畿農政局
計画部地域計画課(当時)には大阪府南部における現地調査の機会を与えてい
ただいただけでなく，種々の統計データもご提供いただき，統計情報部には農
林漁業現地情報のデータ収集に際して過分な便宜を図っていただいた.また近
畿農政局農村計画部土地改良管理課と京都府農林水産部農村振興課，ならびに
京都府農業会議には，事業通達の資料収集に際してご協力を賜った.大阪府南
部の現地調査では大阪府農林水産部耕地課に多大なるご協力を頂き，京都府中
丹地域の調査では京都府綾部地方振興局ならびに綾部市に大変お世話になった.
さらに神戸市の現地調査においては神戸市産業振興局西農政事務所と JA神戸
市西(現 JA兵庫六甲)に全面的なご支援を頂いた.耕作放棄地の利活用調査
では，埼玉県川越市農業委員会，和歌山市立 S小学校， JAわかやま，佐賀県武
雄市，長崎県長与町，舞鶴市，兵庫県篠山市等関係者の方々に調査協力の労苦
をお掛けするとともに，非常にお世話になった.岸和田市，貝塚市，神戸市の
農家の方々にはご多忙中にも拘わらず快くアンケート調査にご協力いただき，
全国の耕作放棄地解消に取り組む方々からも積極的なアンケート調査へのご回
答をいただいた.これら関係者各位に深く感謝申し上げる次第である.
最後に，さまざまな面から刺激を与えてくれた友人，先輩，後輩諸氏に感謝
するとともに，大学入学後の学生生活にとどまらず，これまでの研究生活を陰
ながら支え続けてくれた両親と姉に最大級の感謝を捧げ，本論文の締め括りと
したい.
2001年 11月
九鬼康彰
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